
⒈ 特別徴収継続の場合
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先
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法人番号又は

個人番号
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〒
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電　 話
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御前崎市長
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提出

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者

所 在 地

〒

フ リ ガナ

名称又は氏名

法人番号又は

個人番号
◀ 個人番号の記に当たっ ては、 

左端を空欄と し 右詰めで記載

新し い勤務先へは、 月割額　 　 　 　 　 　 円を

月分（ 翌月 10 日納入期限分）から

徴収し 、 納入する よ う 連絡済みです。

受給者番号

納入書の要否
（ 新規の場合のみ記載）

⒈ 必要　 ⒉ 不要 

⒊ 普通徴収の場合 ※
市
町
村
記
入
欄

理

　 由

⒈ 異動が令和　 年 12 月 31 日までで、 一括徴収の申出がないため

⒉ 令和　 年５ 月 31 日までに支払われる べき 給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ ウ）以下である ため

⒊ 死亡によ る 退職であるため

⒉ 一括徴収の場合
左記の一括徴収し た税額は、

月分（ 翌月 10 日納入期限分）で

納入し ます。

理

　 由

⒈ 異動が令和　 年 12 月 31 日までで、一括徴収の申出があっ

たため

⒉ 異動が令和　 年１ 月１ 日以降で、 特別徴収の継続の申出

がないため

徴 収 予 定 月 日
徴 収 予 定 額

（ 上記（ ウ） と 同額）

　 　 　 月　 　 　 日
円

給

与

所

得

者

フ リ ガナ

氏　 　 名

生年月日 年　 　 　 月　 　 　 日

個人番号

受給者番号
（ 任意で記入）

1月 1日

現在の住所

異動後の住所

（ ア）

特別徴収税額

（ 年税額）

（ イ ）

徴収済額

（ ウ）

未徴収税額

（ ア）－（ イ ）

異　 動

年月日
異 動 の 事 由

異動後の未徴収

税額の徴収方法

月から

月まで

月から

月まで

年

月

日

⒈ 退　 職

⒉ 転　 勤

⒊ 休職・ 長欠

⒋ 死　 亡

⒌ 支払少額・ 不定期

⒍ 合併・ 解散

⒎ その他

⒈ 特別徴収継続

⒉ 一括徴収

⒊ 普通徴収

（ 本人納付）

円 円 円

転
勤
、
再
就
職
等
に
よ
り
、
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
、
前
勤
務
先
で
Ａ
欄
ま
で
の
部
分
を
記
入
し
、
勤
務
先
に
回
付
願
い
ま
す
。
新
勤
務
先
で
は
、
Ｂ
欄
を
記
入
し
、
ま
た
、

徴
収
台
帳
へ
の
記
入
等
必
要
な
手
続
を
済
ま
せ
た
上
で
、
給
与
所
得
者
の
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地
（
課
税
地
）
の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
異
動
が
あ
っ
た
場
合
は
速
や
か
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
異
動
が
決
定
し
た
時
点
で
事
前
に
提
出
い
た
だ
け
れ
ば
助
か
り
ま
す
。
◎
用
紙
が
足
り
な
い
場
合
は

コ
ピ
ー
し
て
活
用
し
て
く
だ
さ
い
。
◎
特
別
徴
収
義
務
者
指
定
番
号
と
は
Ａ
３
「
給
与
所
得
等
に
係
る
市
町
村
民
税
・
県
民
税
特
別
徴
収
税
額
の
決
定
・
変
更
通
知
書
（
特

別
徴
収
義
務
者
用
）」
中
の
指
定
番
号
に
な
り
ま
す
。
必
ず
、
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
◎
個
人
特
定
の
た
め
に
、
氏
名
、
住
所
と
併
せ
て
、
生
年
月
日
と
個
人
番
号
の
記
載
も

お
願
い
し
ま
す
。
◎
一
月
一
日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で
に
退
職
し
た
場
合
は
、
本
人
の
申
し
出
が
な
く
て
も
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
◎
十
二
月

三
十
一
日
以
前
の
退
職
者
に
つ
い
て
も
、
で
き
る
だ
け
一
括
徴
収
を
お
願
い
し
ま
す
（
退
職
後
国
外
へ
転
出
す
る
場
合
は
特
に
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
）。

年 度 ⒈ 現年度　 ⒉ 新年度　 ⒊ 両年度

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

Ａ
　
欄

Ｂ
　
欄

Ｄ
　
欄

Ｃ
　
欄

事由・ 理由

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

新規

◎送付先　 〒 437 － 1692　 御前崎市池新田 5585　 御前崎市役所　 税務課市民税係　 T EL〈 0537〉 85 － 1114

担

当

者
連

絡

先

所 属

氏 名

電 話
内線（ 　 　  　 　 ）

給与支払報告・ 特別徴収に係る給与所得者異動届出書（ 提出用）



⒈　 給与支払報告に係る 給与所得者異動届出書

こ の届出書は、 市町村長に提出し た給与支払報告書に記載さ れた者のう ち 特別

徴収税額がない者で、 4 月 1 日現在において給与の支払を 受けなく なっ た者があ

る 場合に 4 月 15 日までに関係市町村長に提出し てく ださ い。

⒉　 特別徴収に係る 給与所得者異動届出書

こ の届出書は、 給与の支払を 受けている 者で、 特別徴収税額のある 給与の支払

を 受けなく なっ た場合にその受けなく なっ た日の属する 月の翌月の10 日までに

関係市町村長に提出し てく ださ い。 ただし 、 4 月 2 日から 5 月 31 日ま での間に

給与の支払を 受けなく なっ た者の市町村民税を その年度から 新たに特別徴収の方

法によ っ て徴収すべき 市町村長に対する 届出書は、 その市町村長から 特別徴収税

額の通知があっ た日の属する月の翌月の 10 日までに提出し てく ださ い。

⒊　「 給与支払者（ 特別徴収義務者）」 欄中の「 法人番号又は個人番号」 欄には、 給

与支払者（ 特別徴収義務者） の個人番号（ 行政手続における 特定の個人を 識別す

る ための番号の利用等に関する 法律第 2 条第 5 項に規定する 個人番号を いう 。 以

下同じ 。） 又は法人番号（ 同条第 15 項に規定する 法人番号を いう 。） を 記載し て

く ださ い。 なお、 個人番号を記載する場合には、 左側を 1 文字空けて記載し てく

ださ い。

⒋　「 給与支払者（ 特別徴収義務者）」 欄中の「 特別徴収義務者指定番号」 欄には、

届出書を 提出する 関係市町村長によ り 指定さ れた特別徴収義務者指定番号を記載

し てく ださ い。

⒌　「 給与所得者」 欄中の「 個人番号」 欄には、 給与所得者の個人番号を 記載し て

く ださ い。

⒍　「 給与所得者」 欄中の「 受給者番号」 欄には、 こ の届出書に記載し た給与所得

者について、 その特別徴収税額の通知書に記載さ れた受給者番号を記載し てく だ

さ い。

⒎　「 異動後の住所」 欄には、 異動後の住所を 記載し てく ださ い。 異動後の住所が

不明なと き は、 給与の支払を受けなく なっ た当時の住所を記載し てく ださ い。

⒏　「 異動後の未徴収税額の徴収方法」 欄は、 次の要領によ り 記載し てく ださ い。

⑴　 給与の支払を 受けなく なっ た者が、 新し い勤務先において特別徴収の継続

を 希望する 場合には、 枠内に「 1」 と 番号を 記入する と と も に、「 1． 特別

徴収継続の場合」 欄に必要事項を 記載し てく ださ い。

⑵　 退職後 5 月 31 日ま でに支払われる 給与又は退職手当等から 未徴収税額を

一括徴収する 場合には、 枠内に「 2」 と 番号を記入すると と も に「 2． 一括

徴収の場合」 欄に 必要事項を 記載し て く だ さ い。（ 注　 1 月 1 日から

4 月 30 日までの間に、退職等によ り 給与の支払を 受けなく なっ た場合には、

本人から 一括徴収の申出がなく と も 必ず一括徴収し なければなり ません。）

⑶　 ⑴又は⑵に該当し ない場合には、枠内に「 3」と 番号を 記入する と と も に、「 3．

普通徴収の場合」 欄に、 その理由を同欄に掲げている も のから 選び、 該当

する 番号を 枠内に記入し てく ださ い。（ 注　 同欄に掲げている 理由に該当

し ない場合は、 新し い勤務先において特別徴収の継続の申出がある 場合を

除き 、 特別徴収義務者は、 必ず一括徴収し なければなり ません。）

⒐　「 1． 特別徴収継続の場合」 欄中の「 特別徴収義務者指定番号」 欄には、 届出書

を 提出する 関係市町村長によ り 指定さ れた特別徴収義務者指定番号を 記載し てく

ださ い。こ れまでに同市町村長から 指定さ れたこ と がない場合にあっ ては、「 新規」

を ○で囲んでく ださ い。

10.　「 1． 特別徴収継続の場合」 欄中の「 納入書の要否」 欄には、「 特別徴収義務者

指定番号」 欄の「 新規」 を ○で囲んだ場合にのみ記載し てく ださ い。

11.　「 2． 一括徴収の場合」 欄中の「 徴収予定月日」 欄には、 一括徴収の対象と なる

給与又は退職手当等の支給月日を記載し てく ださ い。

12.　 ※印の欄は、 記載し ないでく ださ い。

記載要領



⒈ 特別徴収継続の場合
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◀ 個人番号の記に当たっ ては、 

左端を空欄と し 右詰めで記載

新し い勤務先へは、 月割額　 　 　 　 　 　 円を

月分（ 翌月 10 日納入期限分）から

徴収し 、 納入するよう 連絡済みです。

受給者番号

納入書の要否
（ 新規の場合のみ記載）

⒈ 必要　 ⒉ 不要 

⒊ 普通徴収の場合 ※
市
町
村
記
入
欄

理

　
由

⒈ 異動が令和　 年 12 月 31 日までで、 一括徴収の申出がないため

⒉ 令和　 年５ 月 31 日までに支払われるべき 給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ ウ）以下であるため

⒊ 死亡による退職である ため

⒉ 一括徴収の場合
左記の一括徴収し た税額は、

月分（ 翌月 10 日納入期限分）で

納入し ます。

理

　
由

⒈ 異動が令和　 年 12 月 31 日までで、一括徴収の申出があっ

たため

⒉ 異動が令和　 年１ 月１ 日以降で、 特別徴収の継続の申出

がないため

徴 収 予 定 月 日
徴 収 予 定 額

（ 上記（ ウ） と 同額）

　 　 　 月　 　 　 日
円
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与
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得

者
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異　 動

年月日
異 動 の 事 由

異動後の未徴収
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⒍ 合併・ 解散

⒎ その他

⒈ 特別徴収継続

⒉ 一括徴収

⒊ 普通徴収

（ 本人納付）

円 円 円

転
勤
、
再
就
職
等
に
よ
り
、
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
、
前
勤
務
先
で
Ａ
欄
ま
で
の
部
分
を
記
入
し
、
勤
務
先
に
回
付
願
い
ま
す
。
新
勤
務
先
で
は
、
Ｂ
欄
を
記
入
し
、
ま
た
、

徴
収
台
帳
へ
の
記
入
等
必
要
な
手
続
を
済
ま
せ
た
上
で
、
給
与
所
得
者
の
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地
（
課
税
地
）
の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
異
動
が
あ
っ
た
場
合
は
速
や
か
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
異
動
が
決
定
し
た
時
点
で
事
前
に
提
出
い
た
だ
け
れ
ば
助
か
り
ま
す
。
◎
用
紙
が
足
り
な
い
場
合
は

コ
ピ
ー
し
て
活
用
し
て
く
だ
さ
い
。
◎
特
別
徴
収
義
務
者
指
定
番
号
と
は
Ａ
３
「
給
与
所
得
等
に
係
る
市
町
村
民
税
・
県
民
税
特
別
徴
収
税
額
の
決
定
・
変
更
通
知
書
（
特

別
徴
収
義
務
者
用
）」
中
の
指
定
番
号
に
な
り
ま
す
。
必
ず
、
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
◎
個
人
特
定
の
た
め
に
、
氏
名
、
住
所
と
併
せ
て
、
生
年
月
日
と
個
人
番
号
の
記
載
も

お
願
い
し
ま
す
。
◎
一
月
一
日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で
に
退
職
し
た
場
合
は
、
本
人
の
申
し
出
が
な
く
て
も
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
◎
十
二
月

三
十
一
日
以
前
の
退
職
者
に
つ
い
て
も
、
で
き
る
だ
け
一
括
徴
収
を
お
願
い
し
ま
す
（
退
職
後
国
外
へ
転
出
す
る
場
合
は
特
に
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
）。

年 度 ⒈ 現年度　 ⒉ 新年度　 ⒊ 両年度

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

Ａ

　 欄

Ｂ

　 欄

Ｄ

　 欄

Ｃ

　 欄

事由・ 理由

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

新規

◎送付先　 〒 437 － 1692　 御前崎市池新田 5585　 御前崎市役所　 税務課市民税係　 T EL〈 0537〉 85 － 1114

担

当

者

連

絡

先

所 属

氏 名

電 話
内線（ 　 　  　 　 ）

給与支払報告・ 特別徴収に係る給与所得者異動届出書（ 提出用）

異動後の徴収方法

が特別徴収継続の場

合、 こ の届出書を 転

勤先に回付し てく だ

さ い。

回付を 受けた事業

所は、 B 欄記入後、

税務課まで提出し て

く だ さ い。（ 法人 番

号のある 事業所につ

いては、 法人番号を

忘れずに記入し てく

ださ い。）

法人番号又は個人

番号を 記入し てく だ

さ い。

給 与 所 得 者 の 氏

名・ 生年月日・ 個人

番号等を 記入し てく

ださ い。

1月1日 の 住 所 地

と 異動後の住所地を

記入し てく ださ い。

異動後の徴収方法

が一括徴収の場合、

⒈ ⒉の い ず れ か を

記入し てく ださ い。

記 入 方 法 特別徴収税額通知書の

特別徴収税額（ 年税額）を

記入し てく ださ い。

月額の税額を 何月分から 何

月分ま で、 ま たいく ら 徴収し

たかを記入し てく ださ い。

当市の指定番号があれば記入し 、 新たに特別徴収義務者

と なる場合には、 新規を○で囲み、 納入書の要・ 不要につ

いて、 番号を記入し てく ださ い。

何月分から 何月分まで未徴収で、 また 

特別徴収税額（ ア）から 徴収済額（ イ）を差し

引いた金額を記入し てく ださ い。

特別徴収税額通知書に

記載さ れた番号を 必ず記

入し てく ださ い。

数字を 記入し てく ださ

い。 なお、⒎ は事由を 記

入し てく ださ い。

未 徴 収 税 額（ ウ）を 異

動後どのよ う な方法で納

付する のか、 数字を 記入

し てく ださ い。

なお、⒈ の特別徴収継

続の場合はB 欄を、⒉ の

一 括 徴 収 の 場 合 はC欄

を、⒊ の 普 通 徴 収 の 場

合はD 欄を 必ず記入し て

く ださ い。

何月分の納入書でいく

ら 納めるか記入し てく だ

さ い。

一括徴収する際の未徴

収税額及び納付時期の考

え方

例： 3月の給料で 一括

徴収する場合

A 欄に 6月から 2月ま

でを 徴収済、3月から 5月

ま でを未徴収と し て金額

等を記入し てく ださ い。

C 欄の徴収予定額はA

欄の未徴収税額と 同様と

し 、 納入時期については

3月分（ 納期限4月10日納

期）と 合わせて 納入する

よう 記入し てく ださ い。



⒈ 特別徴収継続の場合

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新

し
い

勤

務

先

特別徴収義務者

指　 定　 番　 号
　

法人番号又は

個人番号

所 在 地
〒

フ リ ガナ

名称又は氏名

特別徴収義務者

指　 定　 番　 号
　

担

当

者

連
絡

先

所　 属

氏　 名

電　 話
内線（ 　 　  　 　 ）

（ 宛　 先）

御前崎市長

令和　 　 年　 　 月　 　 日

提出

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給

与

支

払

者

所 在 地

〒

フ リ ガナ

名称又は氏名

法人番号又は

個人番号
◀ 個人番号の記に当たっ ては、 

左端を空欄と し 右詰めで記載

新し い勤務先へは、 月割額　 　 　 　 　 　 円を

月分（ 翌月 10 日納入期限分）から

徴収し 、 納入する よ う 連絡済みです。

受給者番号

納入書の要否
（ 新規の場合のみ記載）

⒈ 必要　 ⒉ 不要 

⒊ 普通徴収の場合 ※
市
町
村
記
入
欄

理

　 由

⒈ 異動が令和　 年 12 月 31 日までで、 一括徴収の申出がないため

⒉ 令和　 年５ 月 31 日までに支払われる べき 給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ ウ）以下である ため

⒊ 死亡によ る 退職であるため

⒉ 一括徴収の場合
左記の一括徴収し た税額は、

月分（ 翌月 10 日納入期限分）で

納入し ます。

理

　 由

⒈ 異動が令和　 年 12 月 31 日までで、一括徴収の申出があっ

たため

⒉ 異動が令和　 年１ 月１ 日以降で、 特別徴収の継続の申出

がないため

徴 収 予 定 月 日
徴 収 予 定 額

（ 上記（ ウ） と 同額）

　 　 　 月　 　 　 日
円

給

与

所

得

者

フ リ ガナ

氏　 　 名

生年月日 年　 　 　 月　 　 　 日

個人番号

受給者番号
（ 任意で記入）

1月 1日

現在の住所

異動後の住所

（ ア）

特別徴収税額

（ 年税額）

（ イ ）

徴収済額

（ ウ）

未徴収税額

（ ア）－（ イ ）

異　 動

年月日
異 動 の 事 由

異動後の未徴収

税額の徴収方法

月から

月まで

月から

月まで

年

月

日

⒈ 退　 職

⒉ 転　 勤

⒊ 休職・ 長欠

⒋ 死　 亡

⒌ 支払少額・ 不定期

⒍ 合併・ 解散

⒎ その他

⒈ 特別徴収継続

⒉ 一括徴収

⒊ 普通徴収

（ 本人納付）

円 円 円

転
勤
、
再
就
職
等
に
よ
り
、
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
、
前
勤
務
先
で
Ａ
欄
ま
で
の
部
分
を
記
入
し
、
勤
務
先
に
回
付
願
い
ま
す
。
新
勤
務
先
で
は
、
Ｂ
欄
を
記
入
し
、
ま
た
、

徴
収
台
帳
へ
の
記
入
等
必
要
な
手
続
を
済
ま
せ
た
上
で
、
給
与
所
得
者
の
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地
（
課
税
地
）
の
市
区
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

◎
異
動
が
あ
っ
た
場
合
は
速
や
か
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
な
お
、
異
動
が
決
定
し
た
時
点
で
事
前
に
提
出
い
た
だ
け
れ
ば
助
か
り
ま
す
。
◎
用
紙
が
足
り
な
い
場
合
は

コ
ピ
ー
し
て
活
用
し
て
く
だ
さ
い
。
◎
特
別
徴
収
義
務
者
指
定
番
号
と
は
Ａ
３
「
給
与
所
得
等
に
係
る
市
町
村
民
税
・
県
民
税
特
別
徴
収
税
額
の
決
定
・
変
更
通
知
書
（
特

別
徴
収
義
務
者
用
）」
中
の
指
定
番
号
に
な
り
ま
す
。
必
ず
、
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
◎
個
人
特
定
の
た
め
に
、
氏
名
、
住
所
と
併
せ
て
、
生
年
月
日
と
個
人
番
号
の
記
載
も

お
願
い
し
ま
す
。
◎
一
月
一
日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で
に
退
職
し
た
場
合
は
、
本
人
の
申
し
出
が
な
く
て
も
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
◎
十
二
月

三
十
一
日
以
前
の
退
職
者
に
つ
い
て
も
、
で
き
る
だ
け
一
括
徴
収
を
お
願
い
し
ま
す
（
退
職
後
国
外
へ
転
出
す
る
場
合
は
特
に
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
）。

年 度 ⒈ 現年度　 ⒉ 新年度　 ⒊ 両年度

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

Ａ
　
欄

Ｂ
　
欄

Ｄ
　
欄

Ｃ
　
欄

事由・ 理由

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

右から

番号を

記入

新規

◎送付先　 〒 437 － 1692　 御前崎市池新田 5585　 御前崎市役所　 税務課市民税係　 T EL〈 0537〉 85 － 1114

担

当

者
連

絡

先

所 属

氏 名

電 話
内線（ 　 　  　 　 ）

給与支払報告・ 特別徴収に係る給与所得者異動届出書（ 会社控用）控


